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 「子どもの体験活動の場」運営事業 

土地・建物貸付契約書 

 

 

貸付人 札幌市（以下「市」という｡) と借受人     （以下「事業者」という。）

とは、「子どもの体験活動の場」運営事業（以下「事業」という｡ ）に関して、次の条項

により市有財産の貸付契約を締結する。 

 

 （信義誠実の義務） 

第１条 市及び事業者は、信義を重んじ誠実にこの契約を履行しなければならない。 

２ 事業者は、貸付物件が市有財産であることを常に考慮し、適正に使用するよう留意

しなければならない。 

（貸付物件） 

第２条 貸付物件は、別紙「物件目録」記載の土地及び建物（以下「施設」という。）の

とおりとする。 

（定義） 

第３条 貸付契約における用語の意義は、特に定める場合を除き､｢子どもの体験活動の

場｣運営事業者募集要項及び当該募集要項の附属資料（要項別冊、資料１から資料９ま

で）（以下「募集要項等」という。）に定めるところによる。 

（使用目的） 

第４条 事業者は、第２条の施設を、事業のために使用するものとし、その他の用途に

供してはならない。 

２ 事業者は、事業を募集要項等、事業者が応募の際に市に提出した「『子どもの体験活

動の場』運営事業 事業提案書」（以下「事業提案書」という。）、貸付契約並びに募集

要項の規定により事業者が提出し、市より確認を受けた事業計画書及び年間事業計画

書（以下 ｢確認後事業計画書等｣という。）に基づき実施しなければならない。 

３ 募集要項等、事業提案書及び貸付契約に矛盾又はそごがある場合には、貸付契約、

募集要項等、事業提案書の順にその解釈及び適用が優先する。 

 （契約保証金） 

第５条 契約保証金は、免除する。 

（貸付期間） 

第６条 貸付期間は､令和７年４月１日から令和８年３月 31 日までとする。 

 （貸付料） 

第７条 貸付料は、免除する。 

 

資料６ ＜案＞ 



2 

 

 （契約の更新） 

第８条 貸付期間が満了する６か月前から、市は、貸付契約の更新について、事業者と

協議を開始するものとする。 

２ 市は事業評価を行い、良好であれば、貸付期間満了日の２か月前までに事業者に評

価結果を通知し、貸付契約を令和９年３月 31 日まで更新する。以後、毎年、同様にし

て更新し、令和 11 年３月 31 日まで契約を更新することができる。 

３ 事業者は、市の評価結果の通知を受け、契約更新を望む場合、貸付期間満了日の１

か月前までに市に公有財産貸付申請書を提出する。 

（物件の引渡し） 

第９条 市は、施設を令和７年４月１日に、現状のまま事業者に引き渡すものとする。 

（転貸・譲渡の禁止） 

第 10 条 事業者は、施設を第三者に転貸し、又は賃借権を他に譲渡してはならない。 

（使用上の制限等） 

第 11 条 事業者は、施設を善良な管理のもとに維持保存しなければならない。 

２ 事業者は、市の承諾がなければ、施設に造作を加え、若しくは増改築し、又は既存

物を取り壊す等の施設の原状を変更することができない。 

３ 事業者は、前項の承諾を受けようとするときは、工事の概要を記載した書面により

市に申し出るものとし、建築基準法（昭和 25 年法律第201号）に基づく建築確認申請

を行う場合には、工事の完了後に建築確認済み証の写し、確認申請書の副本の写し、

検査済証の写しその他市が必要と認める書類を市に提出するものとする。 

４ 市が、公用にて事業を実施するため、施設を利用する場合は、事業者は、施設のう

ち市が必要と認める部分を市に無償で利用させるものとする。 

５ 事業者が施設を使用したことにより発生した紛争等については、事業者の責任と負

担において解決しなければならない。 

６ 事業者が施設を使用する、又は第三者に使用させるにあたっては、都市計画法等関

係法令、条例及び規則を遵守しなければならない。 

 （備品類の設置等） 

第 12 条 事業者は、事業運営に必要な備品及び什器その他これに類するもの（以下

「什器備品等」という。）を施設内に搬入し、設置及び使用することができる。 

２ 事業者は、市が施設内に設置した什器備品等を使用することができる。 

（維持管理等） 

第 13 条 事業者は、施設全体の建築物、建築設備、什器備品等及び植栽・外構施設の保

守管理、清掃、警備並びに開館等（以下｢維持管理等｣という。）を行わなければならな

い。 

２ 事業者は、次の各号に掲げる費用（以下これらを｢維持管理費｣という。）を負担する。 
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 （1）施設の利用及び維持管理等を行うための費用 

 （2）電気、ガス、上下水道その他光熱水費 

３ 法令変更又は不可抗力による維持管理費の増加費用は、事業者が負担する。 

４ 事業者が事業の実施(開業準備等を含む｡)について第三者に損害を及ぼしたときは、

事業者がその損害を賠償しなければならない。 

（契約不適合責任等） 

第 14 条 事業者は、この契約の締結後、貸付物件について数量の不足、その他契約の内

容に適合しないものを発見しても、損害賠償等の請求をすることができない。ただし、

修補のために特別な費用を要する場合は、事業者は、市に協議を求めることができる。 

２ 施設の重大な契約不適合により、募集要項で示した事業の全部又は重要な一部を実

施することができない場合は、事業者は、市と協議のうえ、貸付契約を解除すること

ができる。 

（滅失又は損傷の通知） 

第 15 条 事業者は、施設の全部又は一部が滅失又は損傷したときは、直ちに市にその状

況を通知しなければならない。 

（施設の調査等） 

第 16 条 市は、事業者による契約の履行状況及び確認後事業計画書等に基づく事業の実

施の状況等を確認するために、施設において、施設巡回、事業者の業務監視、事業者

に対する説明の要求、事業の実施状況の立会い等を行うことができる。 

２ 市は、施設の維持保全のため必要があると認めたときは、貸付物件について随時に

実地調査をし、又は参考となるべき資料の報告を求め、施設の維持保全に関し事業者

に指示することができる。この場合、事業者は、その調査を拒み、若しくは妨げ、又

は報告を怠ってはならない。 

（債務不履行解除） 

第 17 条 市は、契約期間内であっても、次の各号の一に該当するときは、貸付契約を解

除することができる。 

（1） 事業者の責めに帰すべき事由（協力団体の責めに帰すべき事由を含む。以下同じ。）

により、事業者が貸付契約に定める債務を履行せず、市が相当の期間を定めて催告

したにもかかわらず、その期間中に履行しないとき。 

（2） 事業者の責めに帰すべき事由により、貸付契約における事業者の債務の履行の全

部又は一部が不能となったとき。 

（3） 事業者について、破産、民事再生、会社更生の手続の開始その他これらに類似す

る手続の開始が申立てられたとき。 

（4） 事業に関連して、事業者又は協力団体により、贈賄、談合その他重大な不正行為

が行われたことが判明したとき。 
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（5） 事業者が次のいずれかに該当するとき。 

  ア 役員等（その役員又はその支店若しくは常時貸付契約を締結する事務所の代

表者、理事等をいう。以下この号において同じ。）が札幌市暴力団の排除の推進

に関する条例（平成２５年条例第６号）第２条第２号に規定する暴力団員（以

下この号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

イ 暴力団（札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第１号に規定する暴

力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与し

ていると認められるとき。 

ウ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用する等したと認められ

るとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す

る等直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与して

いると認められるとき。 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

(6)  その他借受人がこの契約に定める義務を履行しないとき。 

（約定解除等） 

第 18 条 市は、次の各号の一に該当するときは、貸付契約を直ちに解除することができ

る。 

（1）市において貸付物件を公用又は公共用に供するため必要となったとき。 

（2）市において貸付物件を第三者に譲渡する等の事由により必要となったとき。 

２ 事業者は、やむをえない事由があるときは、６か月前までに市に書面で申し出て市

の承認を受けた上で、貸付契約を解除することができる。 

 （法令変更、不可抗力等の場合の解除） 

第 19 条 市及び事業者は、法令変更又は不可抗力による施設の損壊若しくは滅失のため

に、事業者が事業の全部又は重要な一部を実施することができないときは、相手方と

協議のうえ、貸付契約を解除することができる 

（施設の返還及び原状回復） 

第 20 条 貸付期間が満了して貸付契約が更新されない場合又は第 14 条第２項若しくは

第 17 条から第 19 条までの規定により貸付契約が解除された場合は、事業者は、事業

者の責任と負担により施設を原状に回復し、市が指定する期日までに返還しなければ

ならない。ただし、施設を現状において返還することを市が認めたときは、この限り

でない。 

２ 前項の場合において、解除の効力発生日から施設の返還の日までの間における施設



5 

 

の維持管理に必要な費用は、事業者が負担するものとする。 

（有益費等の請求権の放棄） 

第 21 条 貸付期間が満了して貸付契約が更新されない場合又は第 14 条第２項若しくは

第 17 条から第 19 条までの規定により貸付契約が解除された場合は、事業者は、施設

に投じた改良費、補修費等の有益費その他の費用があっても、これを市に請求するこ

とができない。 

 （損害賠償） 

第 22 条 事業者は、その責に帰する事由により市に損害を与えたときは、その損害に相

当する金額を損害賠償として市に支払わなければならない。 

２ 契約を解除した場合において事業者が損失を受けることがあっても、市はその損失

を補償しないものとする。 

 （契約の費用） 

第 23 条 この貸付契約の締結に要する費用は、事業者の負担とする。 

 （住所等の変更の届出） 

第 24 条 事業者は、その名称、主たる事務所の所在地又は代表者の氏名を変更したとき

は、直ちにその旨を市に届け出なければならない。 

 （疑義の決定） 

第 25 条 貸付契約に関し疑義のあるとき、又はこの契約に定めのない事項については、

市と事業者で協議のうえ定めるものとする。 

 （裁判管轄） 

第 26 条 貸付契約に関する訴訟は、市の事務所の所在地を管轄する日本国の裁判所に提

訴するものとする。 

 

貸付契約の締結を証するため、貸付契約書を２通作成し、市及び事業者が記名押印の

うえ、各自１通を所持する。 

 

令和７年 月 日 

 

             市    札幌市中央区北１条西２丁目 

                  札 幌 市 

                  札幌市長  秋元 克広   

 

             事業者   
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別紙「物件目録」 

 

１ 土地（旧真駒内緑小学校グラウンド） 

  （形態） 図面１のとおり 

 

 (1) （所在・地番） 札幌市南区真駒内幸町２丁目１番８のうち 

   （地目・地積） 学校用地 871.477 ㎡ 

 (2) （所在・地番） 札幌市南区真駒内幸町２丁目１番９のうち 

   （地目・地積） 学校用地 1,210.600 ㎡ 

 (3) （所在・地番） 札幌市南区真駒内幸町２丁目１番 13 のうち 

   （地目・地積） 学校用地 1,501.780 ㎡ 

 (4) （所在・地番） 札幌市南区真駒内幸町２丁目２番３のうち 

   （地目・地積） 学校用地 701.196 ㎡ 

 

 

２ 建物（旧真駒内緑小学校校舎等） 

  （形態） 図面２のとおり 

  （所在・地番） 札幌市南区真駒内幸町２丁目 1 番３、１番４、１番８、１番９、

１番 13、２番３ 

 

 (1) 校舎（１階の一部のみ） 

   （構造） 鉄筋コンクリート造３階建 

   （延床面積） 1,281.85 ㎡ 

 (2) 体育館 

   （構造） 鉄骨造１階建 

   （延床面積） 868.57 ㎡ 

 (3) 校舎及び体育館渡り廊下（１階部分のみ） 

   （構造） 鉄筋コンクリート造２階建 

   （延床面積） 93.06 ㎡ 
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